
事業番号 - - -

（ ）

2021 復興 20 0139

令和3年度行政事業レビューシート 復興庁
事業名 福島県における観光関連復興支援事業 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度 平成25年度
事業終了

（予定）年度
令和7年度 担当課室 統括官付参事官(予算・会計担当) 参事官　伊地知　英己

会計区分 東日本大震災復興特別会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する

計画、通知等

福島復興再生基本方針（令和3年3月26日改定）
「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基
本方針の変更について（令和3年3月9日閣議決定）

主要政策・施策 観光立国 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

福島県における観光関連産業の復興を促進させることにより、県全体の活性化や復興の促進を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

福島県が実施する風評被害対策及び震災復興に資する観光関連事業に対して補助を行う。（補助率：総事業費の8/10以内）

実施方法 補助

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度要求

当初予算 300 300 300 300 500

補正予算 - - - -

前年度から繰越し - - - -

翌年度へ繰越し - - - -

予備費等 - - - -

計 300 300 300 300 500

執行額 285 286 199

執行率（％） 95% 95% 66%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

95% 95% 66%

歳出予算目 令和3年度当初予算 令和4年度要求 主な増減理由

観光関連復興支援事業費
補助金

299 499

職員旅費 0.3 0.6

諸謝金 0.1 0.1

委員等旅費 0.1 0.1

計 300 500

中間目標 目標最終年度

3 年度 7 年度

成果実績 千人 56,336 56,344 36,191 - -

目標値 千人 61,800 62,400 63,000 63,000 -

達成度 ％ 91.2 90.3 57.4 - -

中間目標 目標最終年度

3 年度 7 年度

成果実績 千人泊 11,396 12,657 9,536 - -

目標値 千人泊 10,800 10,900 11,000 11,000 -

達成度 ％ 105.5 116.1 86.7 - -

予算
の状
況

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度

令和3年度において福島県
の観光客入込数を63,000千
人以上とする。

福島県の観光入込数（成果
実績及び目標値について
は暦年での数値記載）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

福島県総合計画
観光客入込状況調査（福島県HP）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度

令和3年度において福島県
の宿泊旅行者数を11,000千
人以上とする。

福島県の宿泊旅行者数（成
果実績及び目標値につい
ては暦年での数値を記載）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

福島県総合計画
宿泊旅行統計調査

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

令和4年度は、ホープツーリズムにおける誘客の強化を行うため、増額
要望となっている。



-

中間目標 目標最終年度

3 年度 7 年度

成果実績 人泊 517,820 516,525 - - -

目標値 人泊 610,000 680,000 750,000 750,000

単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度
3年度

活動見込
4年度

活動見込

活動実績 件 7 7 7 - -

当初見込み 件 7 7 7 11 -

単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 3年度活動見込

単位当たり
コスト 円 42,818,867 42,818,867 28,350,487 27,249,273

計算式 円/事業 299,732,066/7 299,732,066/7 198,453,412/7 299,742,000/11

- 21

政策 ６．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

施策 ２０．観光立国を推進する。

中間目標 目標年度

- 年度 2 年度

実績値 兆円 20.5 21.9 9.9 - -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度

令和3年度において福島県
の教育旅行における宿泊
者数を750,000人泊以上と
する。

福島県の教育旅行におけ
る宿泊旅行者数

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

福島県総合計画
教育旅行入込調査報告書（福島県ＨＰ）

達成度 ％ 84.9 76 - - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット） 実施事業数

単位当たり
コスト 補助金執行額／実施事業数

算出根拠

活動指標

定量的指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度

日本人国内旅行消費額（実績値及び目標値については
暦年での数値を記載）

目標値 兆円 - - -

本事業を通じた福島県の観光復興の促進により、本施策における目標の達成に寄与する。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価

測
定
指
標



事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○ 風評被害がある福島県より強い要望がある。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
風評被害がある福島県に対して、国として支援する必要があ
る。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
福島県の風評被害払拭に向けた国の支援は優先度の高い
事業である。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
福島県の実施する事業を補助（補助率８／１０）するものであ
り、福島県も負担していることから妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
交付申請時及び精算時に、実施内容及び経費内訳の精査を
行っており、妥当な水準である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
補助金の交付に際しては、福島県からの交付申請を受け、
事業の実施スケジュールや事業内容を精査した上で交付決
定しているため合理的である。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
福島県が策定した福島県観光関連復興事業実施計画に基
づいた事業を、第三者委員会での検討も踏まえ、事業目的
に即したもののみを採択している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、一部事業が
執行できなかったため妥当である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
第三者委員会を開催し、より効果的、効率的な事業としてい
る。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 △
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、国内旅行者
が減少し、成果実績は成果目標をやや下回った。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○
第三者委員会を活用し、効果的かつ効率的な事業としてい
る。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 △
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、一部事業が
執行できなかったため活動実績は見込みより下回った。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
本事業による成果物は、国内向け風評被害対策や教育旅行
の再生等に十分に活用されている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名

点検結果
福島県観光関連復興事業実施計画に基づき中長期的計画のもと、計画的かつ効率的な事業の執行に努めている。しかし、令和２年度は、新型
コロナウイルス感染症拡大の影響により、一部の事業が執行できなかった。

改善の
方向性

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、福島県と連携しつつ、柔軟な予算の適切な執行に努めていく。

外部有識者の所見

対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

事業の目的である地域の自立的な持続性のある取組に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進めること。

国
費
投
入
の

必
要
性

福島県を対象とした事業であり、妥当である。また、福島県に
おいても、継続事業として実施することが効率的である場合
又は既に管理を委託した施設での事業実施などの場合を除
き、企画競争を実施しており、結果として一者応札となったも
のであり妥当である。

事
業
の
有
効
性

点
検
・
改
善
結
果

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

-



-

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現
状
通
り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努めていく。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度 ２３

平成25年度 新25-048

平成26年度 204

平成27年度 0204

平成28年度 0186

平成29年度 0152

平成30年度 0142

令和元年度 復興庁 0143

令和2年度 復興庁 0141



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【補助金等交付】

　　【随意契約（その他）等】 　　　　【補助】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

観光庁へ移替え

福島県における観光復興を最大限に促進するため、観

光同県が実施する風評被害対策及び震災復興に資す

る関連事業に対して補助を行う。

諸謝金、職員旅費、委員等旅費

０．１百万円

福島県観光関連復興事業実施計画に基づく風評被害

対策及び震災復興に資する観光関連事業を実施。

福島県観光関連復興事業実施計画に

基づく風評被害対策及び震災復興に

資する観光関連事業を実施。

福島県内各市町村における風

評被害対策及び震災復興に資

する福島県観光力づくり支援事

業を実施。

復興庁

３００百万円

観光庁

１９９百万円

A
福島県

１９８百万円

職員旅費

１百万円

B
民間事業者

（１９社）

１７１百万円

C
県内１７市町村

２６百万円



　

A.福島県 B.公益財団法人福島県観光物産交流協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費
民間会社19社　福島県における観光関連復
興支援事業

171 委託費 東北DCに向けた観光地づくり支援事業　等 54

補助金 福島県観光づくり支援事業　県内17市町村 26

その他 職員旅費、役務費、需用費 1

計 198 計 54

C.郡山市 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 郡山フォトブランディングプロジェクト事業 2.5

計 2.5 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）



支出先上位１０者リスト

A.

B

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 福島県 7000020070009
福島県における観光関連
復興支援事業

198 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
（公財）福島県観光
物産交流協会

8380005000157
東北DCに向けた観光地づ
くり支援事業

14
随意契約
（その他）

- - -

2
（公財）福島県観光
物産交流協会

8380005000157 合宿の里ふくしま復興事業 14
随意契約
（その他）

- - -

3
（公財）福島県観光
物産交流協会

8380005000157
ホープツーリズム総合窓口
整備・運営事業

8
随意契約
（その他）

- - -

4
（公財）福島県観光
物産交流協会

8380005000157 ホープツーリズム推進事業 7
随意契約
（その他）

- - -

5
（公財）福島県観光
物産交流協会

8380005000157
教育旅行魅力発信強化事
業

6
随意契約
（その他）

- - -

6
（公財）福島県観光
物産交流協会

8380005000157
東京観光情報発信拠点活
用PR事業

3
随意契約
（その他）

- - -

7
（公財）福島県観光
物産交流協会

8380005000157
就航先ウルトラ誘客強化特
別事業

2
随意契約
（その他）

- - -

8
(株)JTB福島支店福
島オフィス

8010701012863
「ふくしまプライド。」ツーリ
ズム推進事業

15
随意契約
（企画競争）

3 - -

9
(株)JTB福島支店福
島オフィス

8010701012863
教育旅行誘致強化に向け
たマーケティング・誘致戦
略提案事業

10
随意契約
（その他）

- - -

10
(株)ライト・エージェン
シー

5380001006912 日本酒ツーリズム増進事業 18
随意契約
（企画競争）

1 - -

11
(株)ライト・エージェン
シー

5380001006912
福島空港利用誘客（沖縄）
メディアタイアップＰＲ事業

4
随意契約
（企画競争）

4 - -

12
(株)ライト・エージェン
シー

5380001006912
相双地域観光PRノベル
ティー制作委託業務

1
随意契約
（その他）

- - -

13 (株)ル・プロジェ 5380001006994
ふくしまファンクラブ情報発
信強化事業

14
随意契約
（企画競争）

1 - -

14 (株)読売旅行 1010001060090
福島空港就航先（関西）メ
ディアメディアタイアップＰＲ
事業

8
随意契約
（企画競争）

2 - -

15 （株）電通東日本 1010401050996
サムライツーリズム推進事
業

6
随意契約
（企画競争）

2 - -

16 （株）電通東日本 1010401050996
「いわき観光ポスター」制作
業務に関する業務委託

1
一般競争契約
（最低価格）

4 - -

17 (株)エイチ・アイ・エス 6011101002696
福島空港チャーター便誘客
（名古屋）メディアタイアップ
ＰＲ事業

6
随意契約
（企画競争）

2 - -

18 福島空港ビル(株) 7380001011621
福島空港ウルトラ誘客プロ
モーション事業

5
随意契約
（その他）

- - -

19
(株)リクルートライフ
スタイル

4010001149427
浜通り「つながる」旅推進事
業

5
随意契約
（企画競争）

1 - -

20
（株）アーバントラ
フィックエンジニアリ
ング

2011101000547 観光客実態調査事業 4
随意契約
（その他）

- - -



C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 郡山市 9000020072036
郡山フォトブランディングプ
ロジェクト事業

2.5 補助金等交付 - - -

2 会津美里町 7000020074471 観光まちづくり推進事業 2.5 補助金等交付 - - -

3 いわき市 9000020072044 白水阿弥陀堂再現事業 2.5 補助金等交付 - - -

4 浪江町 8000020075477

浪江町のいまを伝える情報
発信事業
浪江町観光・産品振興プロ
モーション強化事業

2.5 補助金等交付 - - -

5 塙町 5000020074837 ダリア文化プログラム 2.4 補助金等交付 - - -

6 棚倉町 6000020074811 観光ガイド育成事業 2.4 補助金等交付 - - -

7 古殿町 4000020075051
地域資源磨き上げ博覧会
実施事業

2.2 補助金等交付 - - -

8 田村市 2000020072117
地域情報発信ローカルメ
ディア事業

1.9 補助金等交付 - - -

9 柳津町 6000020074233 赤べこ発祥の地ＰＲ事業 1.7 補助金等交付 - - -

10 伊達市 2000020072133
ダテニクル手帳による観光
誘客事業

1.4 補助金等交付 - - -
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